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第３６５回 入札監理小委員会議事次第 

 

 

                          日  時：平成27年６月３日（水）17:00～18:25 

                          場  所：永田町合同庁舎１階 第１共用会議室 

 

 

１．事業評価（案）等の審議 

  〇国税局の電話相談センターにおける相談業務（国税庁） 

  〇労働保険加入促進業務（厚生労働省） 

 

２．その他 

 

 

＜出席者＞ 

（委 員） 

 尾花主査、浅羽専門委員、生島専門委員、川澤専門委員 

 

（国税庁） 

 長官官房 主任税務相談官 二宮主任税務相談官、矢田税務相談官、三浦税務相談官 

 

（厚生労働省） 

 労働基準局 労働保険徴収課  山本課長、白石課長補佐、杉課長補佐、松岡課長補佐、

宮本労働保険事務組合指導官 

 

 

（事務局） 

 新田参事官、金子参事官 
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○尾花主査 それでは、ただいまから第365回入札監理小委員会を開催します。 

 本日は、 

①国税庁の「国税局の電話相談センターにおける相談業務」の事業評価（案）、 

②厚生労働省の「労働保険加入促進業務」の事業評価（案）、 

についての審議を行います。 

最初に、国税庁の「国税局の電話相談センターにおける相談業務」の事業評価（案）に

ついての審議を始めたいと思います。 

国税庁長官官房主任税務相談官二宮主任税務相談官より、事業の実施状況について、御

説明をお願いしたいと思います。 

なお、説明は15分程度でお願いいたします。 

○二宮主任税務相談官 国税庁主任税務相談官の二宮と申します。よろしくお願いいたし

ます。 

 それでは、当方作成の資料１の「民間競争入札実施事業  国税局電話相談センターにお

ける相談業務の実施状況（平成26年度）」と書いております資料に基づき、御報告させて

いただきますので、御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 まず、本件事業を除いたところで、現在、国税庁が行っている電話相談システムの概要

について御説明したいと思います。 

 資料の７ページを開いていただきますとポンチ絵がございまして、イラストが書いてお

ります「税のことについて聞きたい」というような納税者からの電話については、一般的

な御相談に関しては、税務相談官というのが国税局におりまして、それが対応していると

いうような状況でございます。 

 まず納税者の方が最寄りの税務署に電話をかけます。右側に△△税務署の電話番号に電

話をするというようなことです。そうしますと、自動音声案内が流れまして、「こちらは

△△税務署です。税に関する相談やお問合せは１を、当税務署に御用の方は２を押してく

ださい」というようなガイダンスが流れまして、納税者が一般的な税務相談に関して質問

がある場合は１番を選択します。そうしますと、その電話は国税局の電話相談センターに

つながります。矢印で行くと下のところに流れます。その電話は、さらに、自動音声案内

が流れまして、「所得税のお問合せは１を、資産税のお問合せは２を」というような形で、

「あなたのお尋ねになりたい税目は何ですか」というガイダンスが流れます。ここで、納

税者は自分のそれぞれ知りたい税目に関しての番号を押すと、それぞれ国税局におります

税務相談官、下のところでヘッドセットを使っているオペレーターがおりますけれども、

これが税務相談官を表すわけですが、そこで、それぞれ所得税グループ等税目ごとに分か

れておりまして、それぞれの相談官につながり、相談に応じるというようなことになって

おります。 

 次に、この電話相談システムに本件事業がどのように組み込んだかを説明いたします。

次の８ページをご覧いただきたいと思います。 
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 本件事業は、東京国税局並びに関東信越国税局の税務署にかけられた電話を対象に実施

しております。２つの国税局管内の税務署にかけられた電話で、両国税局の電話相談セン

ターにつながったもののうち、先ほど申しました2ndガイダンスで相談する税金等の種類で、

「その他」を選択した電話については、税務相談官ではなく、本事業を受託した事業者の

オペレーターに着信することになります。２番目の2ndガイダンスの網かけ部分の「その他」

が点線でつながって、真ん中の「オペレーターが電話対応」に網かけ部分がありますけれ

ども、そこにつながることになります。 

そして、オペレーターが電話を受けますと、その電話の内容が、これは税務署の職員へ

転送すべき内容だなという場合は税務署に転送します。網かけの中の②のところです。そ

れから、税務相談ではない簡単な問合せであれば、オペレーターが自ら回答して処理が完

結します。これが③の箇所になります。そして、それ以外の場合は電話相談センターの税

務相談官に転送することとなっております。これが①の「下記②及び③以外」という場合

になっております。 

オペレーターが処理完結する場合、ここでは、「所在地・開庁時間等の確認等」と書い

ておりますが、詳しくは、また、１ページに戻っていただきたいのですが、詳細は、１ペ

ージのイ～トに書いております、法定調書に関する問合せ、税務署の所在地・管轄区域、

開庁日、開庁時間、相談受付時間、確定申告の期間、確定申告相談会場、それから、確定

申告に必要な書類等について、いわゆるこれはオペレーターでも回答できる内容だという

ことで、それを答えていただくというシステムになっております。 

 なお、前回事業においては、東京国税局において源泉徴収に関する問合せにもオペレー

ターに対応をお願いしておりました。しかし、この業務は実際やってみますと、平成25年

度までの実施状況からわかったのですけれども、オペレーターで受けても、結局のところ

は税務相談官に転送する割合が高くて、結局、納税者と税務相談官との間にオペレーター

を介する必要性が低いことから、今回事業ではオペレーターの対象業務から外しておりま

す。 

 大体以上が主な概要でございます。 

 次に、１ページの２の「契約期間」は、平成26年10月から28年３月までの間ですが、実

際に業務を行っているのは、効率化の観点から、オペレーターが対応可能な問合せが比較

的集中します11月から３月までの間の５か月間、これを２年、合計して10か月間行ってい

るというような状況でございます。 

 次のページにまいります。 

 「実施内容」ですけれども、オペレーターの実施内容をご覧ください。オペレーターの

勤務は８時半から５時15分までということになっておりますが、事業者は過去の電話件数

からかかってくる電話の件数をあらかじめ見積もりまして、電話の繁閑を見たり、あるい

は昼休み時間でも対応できるように、オペレーターの配置を工夫してやっていただいてい

るというような状況でございます。 
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 ４「受託事業者」は、２者による競争入札の結果、トランスコスモスに決定致しており

ます。 

 次に、委託した業務の受入体制がどのようになっていたかについて、２ページから４ペ

ージにわたって、業務処理面、管理面、研修面の３つに分けて評価しております。 

 ２ページの（１）業務処理体制ですが、２つ「・」が並んでおります。フルタイムの勤

務者以外にショートタイムの勤務者を配置していただいたり、あるいは、ほかの事業所か

ら支援体制を整備することによって、状況がどんなに変化しても、かかってくる電話に対

応できるオペレーターを配置できるようにしております。 

 次に、（２）の管理体制は、次のページをめくっていただきまして３ページに行きます

と、【達成状況及び評価】で４つ「・」を書いておりますけれども、業者の方がチェック

リストによるチェックや、あるいはモニタリングを実施するなどして、オペレーターを十

分に管理する体制をしいております。 

 それから、（３）の研修面ですけれども、資料の作成では、国税庁も助言をしつつ、事

例研修やスキルトレーニングの実施を初めOJTなどを行って、オペレーターの対応能力の向

上に努めておるような状況でございます。 

 以上、委託業務に関しては、業務処理体制、管理体制、研修体制、いずれも適切に対応

していただいたと評価しております。 

 次に、４ページの２の「要求水準」でございます。 

 本件事業に関しては、オペレーターによる処理割合と、利用者のアンケート評価の２項

目について目標を設定しております。 

 （１）の処理割合でございます。処理割合は、実施要項には、月ごとに委託業務の対象

となる着信電話本数のうち95％以上の電話を適正に処理するというようなことでございま

す。 

ちなみに、ここで言う「電話を適正に処理する」というのはどういうことかといいます

と、先ほど御説明いたしましたけれども、2ndガイダンスで「その他」を納税者が選択した

場合、オペレーターに電話がつながるという仕組みになっておりますが、そこで仮に、業

者サイドがオペレーターを18人ぐらい用意したといたします。そのときに同時に納税者が

20人から電話かかってきたときにどうなるかということですけれども、そうすると、18人

用意していて20人からかかってきますので、２人はオペレーターにはつながらないという

状況になります。 

そうすると、納税者の方は、その２名はずっと待ってもらうような状況になるのですけ

れども、納税者へのサービス上、あまり待たせるのもどうかと思いますので、そのような

場合には、そのあふれた２名に対しては、オペレーターを通さずにいきなり相談官に転送

するようなシステムをとっております。そういった場合、20名の電話に対してオペレータ

ーが電話を取ったのは18件ということになりますので、18/20が電話処理されているという

ことでパーセンテージに換算しますと90％という換算の仕方をしております。実際、適正
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に処理されないのは、入電の数がオペレーターの人数を上回る場合に生じるわけですけれ

ども、その原因としては４つぐらいあり、オペレーターが例えば交通機関のトラブルとか

家庭の事情とかで当日何らかの理由でその日予定した分だけ集まらなかったといった場合

があります。それから、かかってくる電話件数が18本ぐらいでいいだろうと思っていたら、

実はそうではなくて、その想定を見誤って、配置すべきオペレーターの人数をちょっと少

なめに設定していたという場合ですね。それから、予想ができなかった場合もありまして。

例えば納税者の関心を引くような報道がマスコミで前の晩にあり、取り上げられると急に

電話が増えてくるというような場合もあります。それから、我々もどういった理由か分か

らないのですけれども、瞬間的にやたらと電話が増えてくるというのもやはりあるわけで

ございます。 

そういった中においてどういった処理状況になったかといいますと、この資料の最後か

ら２ページ目の（別添１）を見ていただきたいのです。どのような結果になったかという

のを、「市場化テストの実施状況」で「処理割合」が％で書かれていますが、そこにいろ

いろ何％処理したかというのが書いてあります。「月別状況」が下のほうにありまして、

11月が99.5％と一番高くて、一番低い月でも平成27年１月で96.9％で、毎月95％以上の要

求水準を達成しており、実施期間の合計は98.8％となっております。 

これは、先ほど業務処理体制で述べましたけれども、委託業者がオペレーターを柔軟に

配置したり、今までの電話状況がどうだったか。例えば何曜日に電話が多くかかってくる

のか。どの時間帯が混雑しやすいかなどを上手に分析することで、昼休みの交替制をどう

すればいいのか、あるいは、ショートタイムの勤務者をどのように組み込めばいいのか、

そして、出勤すべきオペレーターの人数を巧みに調整して、電話の件数に見合ったオペレ

ーターの人員を配置した結果だと我々は評価しております。 

次に、利用していただいた納税者がどのように評価したかというのも我々の目標として

いたところですけれども、その結果が最後のページにございます。（別添２）で「市場化

テスト 利用者アンケート調査結果」を書いております。アンケートをとった結果、利用

して、「良い」「やや良い」「普通」という上位の評価をしてくださった利用者の割合は、

「対応の親切さ、丁寧さ」で82.1％、「早さ」で81％、「わかりやすさ」で81％と、いず

れの項目とも要求水準の80％以上を達成しております。 

次に、実施経費について御説明いたします。５ページをおめくりいただきたいと思いま

す。 

経費の面、コスト面でどうだったかということですが、表に記載のとおりでございます。

「従来の実施に要した経費」21年度分合計10,475,000円が、今回26年度の民間競争入札実

施後の経費はどうなっているかといいますと、 7,806,000円で、従来の経費との差額は

2,669,000円（25.5％）の減となっております。 

以上を受けまして、我々、全体的にどういった評価をしているかといいますと、５ペー

ジの「評価まとめ」の１「評価総括」をご覧いただきますと、受託事業者は、国税庁が設
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定した要求水準を達成し、従来の実施に要した経費との比較においても削減効果が認めら

れ、より低コストで良好な公共サービスの提供がなされたと我々は評価しております。 

最後に、今後の事業ですけれども、終了プロセスの基準に照らした状況を６ページの①

から⑤まで記載しております、それぞれの条件をクリア致しておりますので、指針に基づ

きまして終了プロセスに移行することが適当であると考えております。 

なお、市場化テスト終了後においても、これまで委員会における審議を通じて厳しくチ

ェックされてきた論点を踏まえまして、引き続き、公共サービス改革法の趣旨に基づき、

国税庁自ら公共サービスの質の向上、コストの削減を図る努力をしてまいりたいと考えて

おります。 

次期以降の事業予定は、記載のとおり、平成28年11月以降となっております。幸い、今

期事業はまだあと１年残っておりますので、この１年の実施状況をさらに詳しく分析した

上で、次期以降の事業内容を検討してみたいと思っております。 

私からの説明は以上でございます。 

○尾花主査 ありがとうございました。 

 続きまして、同事業の評価（案）について、内閣府より説明をお願いします。 

○事務局 それでは、私から資料Ａに沿いまして、「国税局電話相談センターにおける相

談業務」の内閣府としての評価（案）を御説明させていただきます。 

 まず１ページ目の事業の概要ですが、国税庁さんの説明と重複いたしますので、省略さ

せていただきたいと思います。 

 次に２ページの「受託事業者決定の経緯」については、入札参加者が２者ございまして、

いずれも入札資格を満たしていたため、総合評価落札方式で評価した結果、評価値が高か

ったトランスコスモス株式会社が受託者となっております。 

 次に、「評価」ですが、実施に当たり確保されるべきサービスの質については、ただい

ま国税庁さんから御説明がありましたとおり、業務処理体制、管理体制、研修体制、着信

電話本数のうち95％以上の電話を処理することと、利用者アンケートの満足度調査で80％

以上の５項目が実施要項で設定されております。 

 「対象公共サービスの質の確保について」は、業務処理体制、管理体制、研修体制につ

いては、特段問題がなく、業務が実施されており、目標を達成していたと評価できると考

えております。 

 着信電話本数のうち95％以上の電話を処理することについては98.8％と、95％以上とい

う目標を達成しており、また、利用者アンケートの満足度調査についても81.4％と、80％

以上という目標を達成しており、評価ができると考えております。 

 続きまして、４ページ目の「受託事業者からの改善提案による実施事項」についてです

が、補強が必要な時間帯に、本部から時間限定のヘルプ要員を投入できる準備やマネージ

ャーが常駐し、ログイン管理を強化するとともに、本部への応援要請など瞬時に判断でき

る体制を整備するなど、繁忙日の体制強化といった面での効果があったことから、受託事
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業者からの改善提案についても、創意工夫が発揮されていると評価しております。 

 それから、「実施経費についての評価」ですが、こちらについても、従来実施していな

かった国税局電話相談センターの税務相談官への転送業務を除いたベースで、21年度と比

べ、2,669,000円（25.5％）相当の経費の削減があったということでございます。 

 「評価のまとめ」については、今申し上げたとおり、質の確保、民間事業者による創意

工夫の発揮、経費の削減といった部分で、それぞれ効果があったと評価しております。 

 「今後の方針」ですが、今回が市場化テスト２回目でありますが、業務改善指示等の措

置、あるいは法令違反といった行為はなく、財務省に外部有識者による「入札等監視委員

会」によるチェックを受ける体制が整っていること。それから、今回の入札において、２

者の応札がありまして、競争性が確保されていたこと。それと、確保されるべき公共サー

ビスの質においても、全て目標を達成していたこと。経費の面でも、削減効果があったこ

とから、国税庁さんの意向と同様に、「市場化テスト終了プロセス及び新プロセス運用に

関する指針」のⅡ．１．⑴の基準を満たしており、今期をもって市場化テストを終了する

ことが適当と考えております。 

 以上となります。 

○尾花主査 ありがとうございました。 

 それでは、御質問・御意見のある委員は御発言願います。 

○浅羽専門委員 御説明どうもありがとうございました。私から確認と質問をさせていた

だきたいと思います。 

 １つは、外部の事業者さんへ行く５番の「その他」の総件数そのものは、過去と比べて

増えたり減ったりといったような傾向はどのようになっているのかという現状を教えてい

ただきたいことと。 

 あと、もう一つは、事業者さんのやっている内容について高く評価されていて、私もそ

れはすごくいいことだなと思うのですけれども、一方で、例えば先ほど御説明いただいた

中で、５番に来たけれども、転送されて税務相談官の方に行くというようなことが当然あ

ると伺って、それはあるだろうなと思うのですが、税務相談官の立場から、それが適切に

きちんと回ってきているか。本当は消費税のことを聞いているのに、源泉徴収について転

送されてしまったとか、あるいは、「そんなことは私たちのところではなくて、そちらで

処理すべきではないのか」ということまでもがどんどん回ってきたとか、かえって、混乱

を招くような、ちょっと勇み足みたいなことがなかったかとか、そういう質の評価みたい

な、これは定性的なものでしかないと思いますが、こちらも教えていただければと思いま

す。よろしくお願いします。 

○三浦税務相談官 税務相談官の三浦と申します。よろしくお願い申し上げます。私から

御説明させていただきたいと思います。 

 「その他」の件数ですけれども、過去から比べますと、若干減少している傾向にござい

ます。 
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 それと、相談官からみた場合に、税務相談官にオペレーターから転送されてくる電話に

ついては、基本的には、きちんとした対応をしていただいて、それぞれの税目に転送され

ていると。 

 ただ、実を申しますと、今期、苦情の件数が６件ほどあったのですが、そのうち、税務

相談官に転送の際に、個人と法人の区別を誤って転送されたというのが１件あったという

程度でして、結果的に、税務相談官に転送した全体の件数から見ますと、ほとんどないに

等しいといった状況でございます。実際に、税務相談官から意見を聴いてみますと、きち

んとした対応をしていただいているというところで好評でございます。 

 「その他」に入電してくる電話は雑多なものが多ございますので、そうすると、その相

談官が受けるときにどんな税目が入ってくるか分からないという不安感が実際にはあると

いうところでして。そこがきちんと税目がわかった上で、「こんな質問です」とまずアナ

ウンスがあって引き継ぎますので、税務相談官はそれに備えて回答するということでござ

いますから、その点については非常に好評だというところでございます。 

○浅羽専門委員 ありがとうございます。 

○川澤専門委員 １点お伺いさせていただきたいのですけれども、（別添１）の「市場化

テストの実施状況」を拝見しまして、結果的に、オペレーターの方で完結できる着信はか

なり数が少ないといいますか、割合としてはそれほど多くなくて、基本的には転送を適切

にしていただくというものだと思うのですけれども、先ほど御説明ありましたように、き

ちんとオペレーターの方が相談内容に応じて適切な相談官に転送することで、全体として

納税者の相談時間は短くなっているという理解なのか。若しくは、その転送によって長く

なってしまって、その相談官の方が相談に応じる時間が短くなったとしても、逆に、納税

者側は相談時間が増えてしまっているというような状況が見られるのか、その辺りはいか

がですか。 

アンケートでとっていただいていて、評価はされているということではあるのですけれ

ども、ただ、件数が八十数件というのはなかなかアンケートをとるのは難しいかとは思う

のですが、その辺りの納税者側の立場に立った相談に対する評価とか、時間という観点か

らはどういうふうにお考えられていますでしょうか。 

○三浦税務相談官 お答えいたします。 

 実際に相談官に対する相談時間がどれだけになっているかというところの統計データに

ついては、残念ながら、データを取ってはおらないのですけれども、ただ、税務相談官が

納税者から電話を受けまして、今データをお示しできませんが、それに対する満足度につ

いては確保されているというところでございます。納税者の方のオペレーターに対する満

足度については、添付させていただいている資料のとおりですけれども、税務相談官に転

送されて、その相談時間が長くなったか、短くなったかというところについては、定量的

な評価はしておりませんが、定性的な効果としては、その税目の専門の税務相談官に対し

て、適切に電話がかけられることによって、その電話の内容にきちんとした対応ができる
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と。専門の税目ですから、お話を聞き取るとき、それと、答えるときについても、ポイン

トをついた聞き取り方、ポイントをついた返答の仕方、これができるというところで、一

定の効果といいますか、定量的にはなかなかつかめないのですが、定性的な効果としては、

良好な内容になっているのではないかと考えております。 

○生島専門委員 少し定量的なところも教えていただきたいのですけれども、転送業務が

増えた部分の経費を除いてコストの比較をされているのですけれども、実際に転送業務で

はどれくらいの経費がかかっているのでしょうか。 

 実施経費の評価のところで、転送業務の部分は除いて比較ということですけれども、こ

ちらはどれくらいの経費がかかっているのでしょうか。 

○三浦税務相談官 契約金額を単年度換算いたしますと、 19,280,000円（税抜き）かかっ

ておりまして。その表をご覧になっていただきますと、今回の比較している実施経費の部

分が7,806,000円でございまして、その差額の1,100万円余りが相談官への転送業務に相当

する経費になろうかと思います。 

○生島専門委員 この1,100万円を除いた理由は、外部委託をしなければ転送業務がなかっ

たので、本来このコストが発生していなかったので除きましたというようなことだったか

なと思うのです。そうすると、定性的には非常によかったし、いい効果があったかもしれ

ないけれども、業務のコストとしては、従来の部分が削減されたのが25％、266万あるけれ

ども、トータルとしてはプラス1,100万円増えているので、266万円を引いた部分の差額で、

質が上がった分、トータルでコストが増えたということもやはり明示するほうがフェアか

なと思いまして、最初、すごく質もよくなったし、コストも下がったし、いいことづくめ

かなと思ったのですけれども、そこの部分もフェアに明示すべきかなというのは１点思い

ました。 

 それから、競争性の確保というところで、確かに２者が応札しているので１者応札では

ないという点では、競争性は確保されているのかなと思うのですけれども、せっかく１期

目と２期目となさって、１期目に５者入札があったのに、２期目になってそこから増えて

いたら、より競争性がどんどん確保されているのかなと思うのですけれども、やはり２者

に減ってしまったというのは若干残念なのかなというか、今後、また、それが減ってしま

うよりは、要は、今の方がずっと固定して同じ方が落札してしまうようになってしまうと、

何のための市場化テストだったのかなという気もするので、競争性の確保については、な

ぜ５者から２者になったかというところをもう少し分析されるというか、これで、１者で

なければいいというのはハードルがそんなに高くはないかなというふうには思いまして、

その辺は、分析も含めていかがお考えでしょうか。 

○三浦税務相談官 確かにおっしゃるとおり、第１回目のときの５者に比べますと、２者

に減っておるというところで、我々もどうしてそうなったのかなというところを、応札し

なかった業者にヒアリングといいますか、尋ねてみましたら、いずれも人材確保がちょっ

と厳しいということで、この時期に、オペレーターの、しかも、それを仕切る立場にある
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管理者、そういった人材を確保するのがちょっと難しいという理由で応札しなかったと聴

いております。 

 ただ、そういった理由ではございますけれども、また、今後も我々のほうで入札に関し

て、もっと広く応札できるような条件をいろいろ検討をして、幅広く入札ができるように、

民間の競争入札がより働くような、そういった検討を今後続けていかなければならないと

思っております。 

○生島専門委員 今度は財務省の委員会で有識者の方がチェックをされますけれども、事

務局は財務省の方になるわけですね。ここはそうは言っても、内閣府で、財務省の外の方

が事務局をやっているのは非常に大きいと思いますし、委員の任命も、財務省の外の人が

任命しているというところで、そこは透明性が非常にクリアだなと思うのですけれども、

委員の任命も財務省の方であり、実際に手足を動かす作業をする一番ブレーンの事務局の

方も財務省の方であるということになってしまうと、当然、透明性は現状から比べると、

客観的に見てちょっと下がるのかなと思われてしまいやすい状況ですので、そこからさら

に、５者が２者になって、その後、１者応札が続いてしまってというようなことになって

しまったり、２者が全然増えなかったりとか、そういうことになってしまうと、やはり移

って自分のところに戻ったら、ちょっとお手盛りになってしまったのではないかというふ

うに見えてしまうのは大変遺憾なことだろうなと思いますので、それに関して何か対応策

はあるのでしょうか。 

○二宮主任税務相談官 実は、実際これも財務省でチェックしていただきまして、多分、

この場にいらっしゃる方も委員でございまして、結構厳しい目はありまして、同じ財務省

であっても、やはり厳しい御指摘を受けておりまして、そこのところは肝に銘じておりま

す。 

 今御指摘がありましたように、ほれ見たことかと言われないように、本当に改善してい

かないといけないなとは思っております。 

○生島専門委員 ありがとうございました。 

○尾花主査 ２点ほど教えていただきたいのですが、先ほどの転送業務のところで、国税

局電話相談センター全体の業務の総額としては、民間事業委託することによって経費削減

はできているというお考えでしょうか。 

 今までの御説明だと、相談官が専門分野に集中できて、よりいいサービスが提供できて

いると。切り分けすることによって、外出しすることによって、転送業務という新たな業

務ができてしまって、その分経費がちょっとかかってしまっているというふうには理解し

たのですが、外出しする前での時点での総業務のお金と、委託したときに、転送業務とい

う新しい業務が増えてしまったときの総経費を比較するとどのようになっているのでしょ

うか。 

○矢田税務相談官 相談官の矢田でございます。 

 先ほど生島委員からも経費の話を頂戴したところでございますが、経費の話については、
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特に今の御質問にお答えをするとすれば、相談業務全体の経費の中でそれがプラスになっ

ているとか、マイナスになっているとかという検討は特に今のところしてございません。

もともと契約金額と今回取り上げた実施経費の金額の差額についてどう考えるかというの

は、実は中でも議論がございます。 

この業務を市場化テストの対象にするときに、こちらでも相当議論をさせていただいた

ところでございます。いろいろな方が電話をかけていらっしゃいますが、その方たちが「私

はこういう簡単なものだけを聞きたいんだ」と言って適切に「その他」を選んでくれると、

オペレーターの対応も非常にスムーズに行くわけですが、かけてくる方にはいろいろな方

がいらっしゃいますので、相談業務の中身の一部分だけを切り分けるのが非常に難しくな

ってまいります。 

 正直申し上げて、その中でもともとやっていなかった業務と比較するのはフェアかアン

フェアかという議論もちょっとありましょうが、民間事業者の行った業務に対しての比較

の対象としては、そこまで取り上げて比較するのは、民間事業者を入れたことの効果を比

較する上では、やはりそこは同じ土俵に立たなければいけないかなということで、相談官

への転送の部分は抜いたところで評価をさせていただいております。前回、平成25年度に

なると思いますが、最初の市場化テストを２年やって評価を致しまして、これも事務局の

方々と御相談させていただいてこういう形の評価でものさしを置いて一回測ってみようと、

いろいろ知恵を絞ってきたところでございます。 

おっしゃるとおり、数字だけ見ますと差額が生じているのではないかということですが、

私ども先ほど御説明させていただきましたが、質の評価が高まっているということで、結

果的に、金額のことではいろいろな御議論があろうかと思いますが、納税者の利便性向上

にはこれも役立っているのではないかということで、現場の相談官からも大変高い評価を

いただいています。御利用なさる納税者の皆様方、あるいは実際に従事する相談官から評

価をいただいているということで、サービスの維持向上に非常に役に立っているのではな

いかという評価をしたところで、一応、業務を切り分けたところで評価をさせていただい

ているということです。 

もちろん私どもも問題意識が全くないわけではございません。これまでもガイダンスの

変更等を致しまして、なるべくきちんと税目を選んでいただくこと、「その他」で、税務

署の場所などを聞きたい人はそこをきちんと選んでいただければ、オペレーターが対応で

きますから、相談官へ回す部分は減っていくわけでございます。そういったガイダンスの

変更等の努力も致しまして、実は転送の割合そのものは、最初事業を始めたころは８割以

上を転送していたところが、この１年を振り返ってみますと、７割切るところまで徐々に

ではございますが下がってきているところでございます。 

今後とも、そういった不断の見直しの努力をしてまいりまして、なるべくオペレーター

が完結するような業務を増やしていく、併せて、どうしても差額、すなわち相談官への転

送部分が出るわけですが、それはサービス向上ということで、そこもきちんと対応をさせ
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ていただくというところで、今回評価（案）としてまとめたというところでございます。 

○二宮主任税務相談官 切り分けることが難しいと言って、では、我々の経費がどんどん

増えているかというと、そんなことは決してなくて、これも対外的に公表しております、

財務省で「行政事業レビュー」をやっておりまして。そこでは、執行額、かかった費用を

相談件数で割る。だから、１本当たり幾らかけているのかという数字を出して、それを毎

度チェックするということをやっておりまして。それが平成23年度ですと99円だったもの

が、最近では、24年度、25年度は、70円台にまで落としているということで、トータルで

見ても、費用面に関して、コスト意識を高く持って努めているところは御理解いただきた

いと思います。 

○尾花主査 どうもありがとうございました。 

 コスト面の全体の削減ができていることと、それから、サービスもよりよいものが、専

門的な相談官は専門的な質問に集中でき、かつ切り分け部分についてよけいな不安感がな

くできるようになっているという意味で効果が出ているのを理解いたしました。ありがと

うございました。 

 それでは、時間となりましたので、本件の審議はこれまでとさせていただきます。 

 事務局から何か確認すべき事項はありますか。 

○事務局 特にございません。 

○尾花主査 それでは、事務局におかれましては、本日の審議を踏まえ、事務局から監理

委員会に報告するようにお願いいたします。 

 本日はどうもありがとうございました。 

（国税庁退室、厚生労働省入室） 

○尾花主査 続いて、厚生労働省の「労働保険加入促進業務」の事業評価（案）について

の審議を始めたいと思います。 

 最初に、厚生労働省労働基準局労働保険徴収課山本課長より事業の実施状況について、

御説明をお願いしたいと思います。 

 なお、説明は15分程度でお願いします。 

○山本課長 今、御紹介をいただきました山本でございます。よろしくお願いいたします。  

 それでは、最初に私から「労働保険加入促進業務」に係ります26年度におけます事業評

価について御説明をさせていただきたいと思います。私から概要をとりあえず説明させて

いただいて、その後、具体的なことについては、課長補佐の白石から説明させていただく

こととしたいと思います。 

 まず、お手元の参考資料を見ていただきたいと思います。 

 １ページに、「労働保険の適用・徴収について」でございますけれども、労働保険と申

しますのは、その点線の中に囲ってございますが、労働保険というのは労災保険と雇用保

険を総称したものでございまして、労働者を１人でも雇われますと、全ての事業場につい

て適用されるといったものでございます。 
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 適用対象の事業主は毎年度保険料を納めていただく必要がございますけれども、現在、

約302万事業の方々に適用されておりまして、年間で、右の少し上のほうにありますが、約

３兆円の保険料を徴収しているという状況にございます。しかしながら、中小零細企業を

中心に、労働保険の適用対象である事業であるにもかかわらず未加入となっている、こう

いった事業、私どもは「未手続事業」と呼んでおりますけれども、この事業が多く存在し

ているのが実態でございます。 

 この状態については、労働保険の健全運営とか、あるいは労働者の適正な保護を阻害す

る。また、保険料負担の公平性が担保されない。こういうことになるわけでございまして、

このため労働保険の未手続事業を対象として加入勧奨事業を行いまして、その解消を図る

ことが非常に重要になりますけれども、未手続事業の多くを中小零細事業が占めているこ

ともございますし、また、新陳代謝が激しくて入れ替わりが激しいこともございまして、

その対象を把握するのも非常に難しいと、こういう状況にございます。 

 このため、加入勧奨を効果的・効率的に実施するためには、行政機関のみでは限界があ

るということでございまして、したがって、この加入勧奨活動を外部に委託し、未手続事

業の解消を図ると、こういったことが必要となってまいります。このことが本事業の趣旨

になるわけでございます。 

 そういうことで、具体的な概要については、白石から説明をさせていただきます。 

○白石課長補佐 それでは、私から資料２の業務の実施状況について、御説明申し上げた

いと思います。資料をご覧いただきたいと思います。 

 まず、１．の「業務の概要」については、平成24年の「公共サービス改革基本方針」に

おいて、民間競争入札の対象として選定されまして、平成26年度から市場化テストの対象

として実施しているところでございます。 

 業務内容については、今ほど、山本から説明させていただいたところですが、労働保険

については、未手続事業について、全国に必要な人員を配置し、未手続事業に関する情報

を収集いたしまして、事業主に対する制度の周知、加入勧奨、そして、事業主からの相談

対応等を実施しているところでございます。（１）の説明でございました。 

 （２）「受託事業者決定の経緯」については、民間競争入札によりまして、総合評価落

札方式によりまして決定をしているところでございます。 

 （３）の「受託事業者」は、一般社団法人全国労働保険事務組合連合会でございます。 

 （４）の「契約期間」は、平成26年と27年の２か年でございます。 

 続きまして、（５）の「実施状況評価期間」は、今回は平成26年度の１年間について検

証を行いまして、結果を御報告するものでございます。 

 続きまして、２．の「確保すべき質の達成状況及び評価」についてでございます。こち

らについては、実施要項に基づきまして、本業務の達成状況と当省の評価について、次ペ

ージに移りますが、２ページの表１をご覧いただきたいと思います。 

 表１にありますとおり、全体として７項目の達成状況を評価しているところでございま
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す。上から４つに関しては、目標の指標となっているところでございまして、下のほうの

３項目については、私どもへ事業者から報告を受けることにしているものでございます。 

 上から順に説明させていただきます。 

 一番上の「未手続事業情報収集数」ですが、指標（目標）の50,000事業に対して、実施

結果については67,766事業、率にして、前年度比135.5％の状況でございます。 

 続きまして、２番目の「加入勧奨実施事業数」については、70,000事業に対して83,208

事業、こちらについては118.9％でございます。 

 続きまして、「保険関係成立件数」ですが、32,000事業に対して38,063事業、率にして

118.9％でございます。 

 「雇用保険手続件数」については、16,000事業に対して、16,374事業で、102.3％でござ

います。 

 こちらはいずれも目標に対して良好な結果が得られているというところで評価をしてい

るところでございます。 

 以下は、時間の関係で割愛させていただきます。 

 続きまして、３．の「民間事業者の創意工夫及び改善実施事項」について、御説明を申

し上げます。３ページをご覧いただきたいと思います。 

 民間事業者の創意工夫等については、（１）から（７）の７点ほど挙げさせていただい

ております。 

 第１点目については、全体が長くなっておりますので、少し省略して説明させていただ

きます。（１）については、 受託事業者の地方事務所間の情報共有に関する効果的な取

組を示しているものでございます。 

 続いて、（２）については、本事業の実施に当たりまして、必要な情報収集はもとより

情報の精度を上げ、より効果的な加入勧奨活動を実施するための取組を行っているもので

ございます。 

 （３）については、本業務の中核を担います加入推進員に対します研修、マニュアルに

ついて、より実態に即した工夫を行っているものでございます。 

 （４）（５）については、実際に事業主に対して加入勧奨活動を行う際に工夫している

点を記載しているところでございます。 

 最後になりますが、（６）（７）については、地元の都道府県労働局との連携について

記載をしているところでございます。 

 こちらのいずれの取組に対しても、実施要項に定めた範囲を超えまして、受託事業者に

おいて自主的に取り組んでいるものでございます。 

 続いて、「実施経費の状況及び評価」でございます。 

 こちらについては、市場化テスト実施後、平成26年度の経費と市場化テスト前の平成25

年度におきます経費を、３つの観点から比較をしているところでございます。 

 まず第１点目は、両年度の委託費の増減を比較しております。 
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 続いて、４ページの表をご覧ください。（１）の「委託費支払額の比較」ですが、表２

をご覧いただきたいと思います。こちらについては、平成 25年度の委託費支払額の全体額

が８億2,500万円余りでございまして、平成26年度においては７億6,100万円余りで、減額

というところでございまして、率にして前年度比92.3％でございます。 

 続いて、表３をご覧いただきたいと思います。２点目の観点としての比較ですが、委託

費全体額とそれぞれの先ほど説明させていただきました４つの指標を用いて、指標単位で

の費用を算出いたしました。 

 さらに、３点目としては、委託費全体額から成功報酬費等の指標達成に比例して支出さ

れる科目を除いた、いわゆる管理的な経費、間接費とそれぞれの指標について比較をした

ものでございます。それぞれ右の「経費削減効果」をご覧いただきたいと思います。それ

ぞれ全体額との比較でございますと、93.3％から95.1％となってございます。また、下段

の間接費との比較においては、対前年度比に対して90.3％から92.1％と、それぞれいずれ

も削減効果が認められているところでございます。 

 以上が実施状況でございました。 

 続きまして、５ページをご覧いだたきたいと思います。５．の「全体的な評価」でござ

います。 

 本業務の実施に当たり、確保すべきサービスの質として設定されております指標につい

ては、全て達成されていることから、良好に業務が実施されているものと評価をしている

ところでございます。 

 また、民間事業者からの改善提案などによる改善事項や創意工夫についてもなされてい

るというところでございまして、経費削減の効果も認められているというところでござい

まして、評価ができるところでございます。 

 したがいまして、本業務の平成26年度の実施状況については、良好に業務が実施されて

いるものと評価できるものでございます。 

 続きまして、最後に、「今後の業務」について、御説明を申し上げます。 

 本業務については、先ほどの受託事業者の決定に当たりましては、一般競争入札を実施

したところですが、受託事業者以外の応札はなく、結果としては、１者応札となったとこ

ろでございました。この１者応札の原因については、入札説明会参加者または入札説明資

料を取りに来た業者等にヒアリング調査を行ったところ、２点ほど大きな意見がございま

した。１点目については、利益の確保が見込めないということでございました。２点目と

しては、組織・人員体制の構築が難しいというものでございました。 

 こういった意見を踏まえまして、今後、更なる競争性の確保のため、次の方針を検討し

てまいりたいと考えてございます。 

 まず１点目は、インセンティブが働く効果的な報酬体系について検討をしてまいりたい

と考えてございます。本業務の競争性を更に確保するためには、高い実績を達成した場合

には、受託事業者に対してインセンティブの働く、より効果的な報酬体系の検討が必要で
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あると認識しておるところでございます。このため、標準目標を設定して、これを上回る

実績を達成した場合には、あらかじめ設定している成功報酬費等を増額させることにより

まして、受託事業者の成果に報いるとともに、また、一方で、標準目標が未達成となった

場合には、成功報酬費等を減額させることによりまして、受託事業者の意欲とその実績に

見合った報酬体系が考えられるところでございます。 

 続きまして、２点目としての検討ですが、発注要件の緩和でございます。こちらについ

ても、実施要項に定めました各種発注要件がございます。こちらについて、本業務の質を

確保するために必要な事項ですが、要項について、一部撤廃・緩和をすることによりまし

て、受託事業者の創意工夫を引き出すとともに、更なる本業務の競争性を高めるというこ

とというふうに考えてございます。 

 具体的に申し上げますと、５ページの一番下から２番目の「・」ですが、「本部及び地

方事務所に係る条件の撤廃」でございます。要項の中に括弧書きで記入させていただいて

おりますが、受託事業者と都道府県労働局との連携のため、労働局からの１時間以内の事

務所の設置など、そういった定めがなされているところでございます。また、ファックス

等各種什器の整備、あるいは、必要な人員の配置なども定めているところですが、そうい

った条件の撤廃ないし緩和をしてまいりたいと思っております。 

 また、２つ目の「・」ですが、都道府県労働局と受託事業者の地方事務所との連携に係

る具体的な手法については、受託事業者による提案を優先することにいたしまして、現在

行われております協議会の回数を必須としないことを考えているところでございます。 

 また、６ページをご覧いただきたいと思います。もう一つですが、責任者及び推進員の

スキルアップの関係ですが、こちらについても、受託事業者の提案を優先することといた

しまして、研修の実施などは必須としないことを考えているところでございます。 

 最後、３つ目ですが、「チェック体制の構築」でございます。こちらについては、厚生

労働省において、今後実施状況について、外部有識者、学識経験者、弁護士、公認会計士

の方々等によります評価委員会を設置いたしまして、本業務の実施状況について、定期的

に検証するための体制を構築してまいりたいと考えてございます。 

 最後、（２）ですが、今後の本業務のあり方でございます。本業務の平成26年度の実績

に係る検証結果については、良好に推移したところですが、今期27年度終了後も、引き続

き実施をしていくものでございます。その中で、競争性の確保については、今後とも不断

の努力が必要であると考えているところでございまして、先ほどの（１）に掲げます取組

を実施してまいりたいと考えてございます。 

 つきましては、次期（平成28年度以降）については、引き続き民間競争入札を実施する

ことによりまして、質の高い業務の実施、さらには、競争性の確保に努めてまいりたいと

思っているところでございます。 

 私からは以上でございます。 

○尾花主査 ありがとうございました。 
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 続きまして、同事業の評価（案）について、事務局より説明をお願いします。 

 なお、説明は５分程度でお願いいたします。 

○事務局 それでは、内閣府の評価を説明させていただきます。 

 事業の内容については、先ほど厚生労働省様から説明があったとおりでございます。 

 「受託事業者の決定の経緯」ですが、入札の結果、１者応札であったということでござ

います。 

 事業実施に関する評価ですが、４つの項目全て、確保されるべき質として設定された項

目を全て達成してございます。 

 創意工夫に関しても、民間事業者から連絡会議における事例発表や事前アンケートの実

施など、未手続事業名簿の精度向上の改善提案がなされ、良好に業務が実施されたと考え

ております。 

 経費についても削減されておりまして、実施状況は非常に良好であったと評価してござ

います。 

 ただ、１者応札となっていることから、競争性改善策を講じつつ、引き続き市場化テス

トを実施することによって、民間事業者の創意工夫を活用した公共サービスの質の維持向

上及び経費の削減並びに競争性の確保を図っていくことが適当であるものと考えておりま

して、継続ということで評価をしてございます。 

 以上でございます。 

○尾花主査 ありがとうございました。 

 それでは、ただいま御説明いただきました事業の実施状況及び評価（案）について、御

質問・御意見のある委員は御発言をお願いします。 

○浅羽専門委員 御説明いただき、ありがとうございました。 

 私からは意見というか質問というか、その中途半端みたいなもので申しわけないのです

が、１点です。 

 今後の業務について、インセンティブが働く効果的な報酬体系や発注要件の緩和を企画

されているということで、それはとてもいいことだと思っております。ただ一方で、気に

なったというか、それは望ましいことですけれども、実績を御説明していただいた中で、

実際に別にインセンティブがない中でも、目標よりもパフォーマンスがすごくいいという

ような評価をなされていると。 

 ほかのいろいろな者から入札をしてもらうには、いろいろと仕組みが必要だということ

はそのとおりです。それはいいことだと思うのですが、現状において、インセンティブが

なくても、例えばこんなに研修をやっているとか、あるいは、情報収集も目標よりも多少

多いというレベルではないレベルは達成できていると。どのように評価されているのでし

ょうか。 

○山本課長 正確にお答えできるかどうか分からないのですけれども、１つは、先ほどの

要件のところにもありましたが、私どもは労働局単位で事業をやっておりますので、適用
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促進を行政としてやるのも労働局単位でずっとやっているのですね。先ほど、創意工夫事

例にもありましたけれども、委託事業を受けてくれた側も、その趣旨を理解して、都道府

県単位で連携をとって、未手続事業の対象事業場の事業の把握から、その後のフォローア

ップまでどういう形でやるのかというのをこまめに連携を図ってやってくれている。そう

いうものが結構大きいのかなと私どもとしては思っているところです。 

○浅羽専門委員 今のお話を伺っていますと、競争条件をできるだけ緩めていろいろな業

者にというところと、今の中で、労働局から１時間以内に設置しているのは、もしかした

ら一つの鍵なのかなと、ちょっと直感的に思ったのですが、そこは大丈夫だということで

すか。 

○山本課長 それは労働局との連携をするために、四六時中連携をとっているわけではご

ざいませんので、ポイント、ポイントで、例えば何か月に１回とか、あるいは問題が生じ

たときとか、そういったときに駆けつけてもらえればいいわけでございますから、１時間

以内に事務所を置くという要件は必要ないと思いますし、何かのときに駆けつけていただ

ける体制をしっかり組んでいただけるということであれば、問題はないと私どもとしては

思っております。 

○浅羽専門委員 ありがとうございます。 

○川澤専門委員 御説明ありがとうございました。 

 何点か御質問させていただきます。 

 ２ページ目の表１「評価事項等一覧」でお示しいただきました数値についてですが、い

ずれの実施結果も指標を上回っている状況は承知いたしましたが、一方で、例えば加入勧

奨実施事業数に占める保険関係成立件数といいますか、いわゆるどのくらい勧奨して成立

したかというような割合といいますか、その辺りも改善しているのかどうかというところ

を、まず１点教えていただけますでしょうか。 

○白石課長補佐 資料の「保険関係成立件数」がございますので、加入勧奨実施事業数の

83,208事業に対しては38,000余りの保険が成立をしているというものでございます。 

○川澤専門委員 それは経年で改善しているという理解でよろしいのですか。いわゆる非

常に良好な結果というところが、単年度で見て、その割合が非常に良好かどうかというの

はなかなか難しい部分があるかと思います。前年度若しくは経年で見たときに、当該年度

はいかがだったのでしょうか。 

○山本課長 済みません。手元に過去５年分とかそういうものを持ってきておりませんの

で、今、お手元にお示しした資料で申し上げますと、４ページを見ていただきますと、25

年度と26年度の比較があります。25年度で見ますと、加入勧奨実施事業数85,545件、26年

度が同じく83,208件、ちょっと減っています。これに対して、保険関係成立件数も38,472

件に対して38,063件ですので、ちょっと率を計算してみないと、今日電卓を持ってきてお

りませんので申しわけありませんが、ほぼ同じ程度の率で成立はしているというふうには

理解をしているところでございます。 
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○川澤専門委員 といいますのは、おそらく、今後インセンティブのあり方を設定される

際に、この目標をどう設定するかが非常に重要だと思うのですけれども、おそらく目標が

実態として勧奨に占める成立の割合があまり変わっていないけれども、その目標を下げる

ことによって非常に成功報酬が増えていくのは、若干違和感があるような気もいたします

ので、良好な結果というところを説明する際の目標設定のあり方をぜひ御検討いただけれ

ばなと思いました。 

○山本課長 趣旨はよく理解いたしましたが、なかなか難しい問題でございまして、好事

例のところに挙げてあったと思うのですけれども、未手続事業名簿なるものが完全なもの

ではないものですから、その中で、まず委託事業者の方々は精度を上げてから委託勧奨を

行うかというケースもありますし、とりあえずまず当たってみようというケースもあるわ

けですね。したがいまして、必ずしも勧奨実施事業場数が多い・少ない、それに対して成

立件数が多い・少ないがこの事業の成否ともなかなか言いづらいところもございまして、

それは私どもが一定程度提供する未手続事業場の名簿の問題もあるわけですけれども、そ

ういうことで今現在は、加入勧奨事業場に対する保険成立件数の割合みたいなものを目標

として一応設定できていない。そうするためには、一定程度我々が情報提供する情報も、

精度のあるものをお渡ししないと、なかなか事業評価としてはしづらいのではないかなと、

こういうふうに思っております。いずれにしても、次期の設定に当たっては、しっかり御

趣旨も踏まえて検討をしたいと思います。 

○川澤専門委員 ありがとうございます。 

 もう一点ですけれども、今回の事業では、調査説明費とか成功報酬が既にあらかじめ設

定されているものかとは思うのですけれども、いわゆる保険関係成立件数１件数当たりの

費用が増えているのか、減っているのかというのも一つの評価の仕方として考えられるの

かなと思うのですが、もちろんあらかじめ評価指標として設定されているわけではないの

ですが、その辺りは、正確なデータというよりは、感触としていかがでしょうか。 

○宮本組合指導官 １件当たり幾らといった数字は、ここではちょっと持っていないので、

お答えしづらいのですが、同じく４ページをご覧いただきたいと思いますが、大きな４つ

の指標について、１件当たりどのくらいかかったのかというのが、先ほど白石がお答えし

たところでございますけれども、全体額と比較いたしましても、例えば、費用対効果が一

番上がっておりますのが保険関係成立件数でして、こちらについては、１件当たり25年度

比で93.3％に節約できているといったところがございますので、そういう意味で言います

と、１件当たりで見た経費の節減効果はあったものと考えております。 

○川澤専門委員 分かりました。ありがとうございます。 

 内閣府の実施経費の評価についてちょっとお伺いをさせていただきたいのですけれども、

４ページ目の「実施経費についての評価」で、厚生労働省さんの評価では、全体額を比較

した経費削減効果と指標を比較したものという形でお示しされているかと思うのですが、

４ページの３．で、間接経費について比較をするというふうな形になっておりまして、直
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接費に応じて間接費は変動するもので、おそらくそういう形で精算されているかと思いま

すので、個人的には、全体経費で比較するというほうが。確かに成功報酬等で直接費が変

動しているのはわかるのですけれども、間接費だけで比較するというのもちょっと違和感

があるかなと思いますので、その辺りはぜひ御検討いただければと思います。 

○生島専門委員 お伺いさせていただきたいのですけれども、４ページ目で、表３の委託

費支払額が、25年度と26年度の比較が出ているのですが、こちらの業務委託は何年前から

行っていらっしゃるのでしょうか。 

○宮本組合指導官 今のような形になりましたのは平成22年度からということになります

が、それ以前からもこれに類するようなものについては、実施しております。 

○生島専門委員 労働保険加入促進業務というのは、現行と同じではないけれども、基本

的には外部に委託をして、従前からずっと行っていらっしゃるということですか。 

○宮本組合指導官 おっしゃるとおりです。 

○生島専門委員 分かりました。 

 今、過去５年の詳しい資料をお持ちでないというお話ではあったのですけれども、ちょ

っとお聞かせ願いたいのが、25年度の委託先及び過去の委託先の事業者さんが、もし今回

の事業者さんではないところがあれば教えていただきたいというか、過去、違う事業者さ

んで代わってきているのか。それとも、過去一貫して今回の受託事業者さんであるのか教

えていただければと思います。 

○山本課長 とりあえず、今の体制になってからということで22年度と申し上げましたの

で、22年度からで言いますと、同じ事業者が委託を受けております。 

○生島専門委員 それ以前はいかがでしょうか。 

○山本課長 ずっと一緒だそうです。 

○生島専門委員 そうしますと、先ほどのほかの委員からの御質問とも重なる部分ですけ

れども、達成目標とか経費削減効果とかというところに関しても、ずっと長い間同一の業

者さんが受託をなさっていて、何となく相場観というか、大体毎年これくらいできるなと

いうところが見えているところで、達成しやすい、ちょっとぐらいのところに達成目標を

置いて、効果が出ていますよというふうに示されても、ちょっとぴんと来ないかなという

気がするという点が１点ございます。 

 特に、同じ業者さんであるとすると、今までの過去５年とかのデータの比較というか、

実際どうだったかということもお示しいただいて、では、同じ業者さんで今回新しくやっ

てみて、何がどう変わったかというか、この市場化テストになっていろいろな効果があり

ましたというような御説明はあったのですけれども、ずっと同じ業者さんであった、しか

も、１者応札であったというと、どうなのでしょうという感じを否めないのですが、いか

がでしょうか。 

○杉課長補佐 細かい数字は今ちょっと手元にないのですけれども、私の知っている限り

では、直近の数字は非常に伸びているところでございます。今まで長年やってきたノウハ
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ウがあっただけではなくて、市場化テストで競争にさらされると、そういったことで既存

の業者にもやはり危機感がありまして、今まで以上のことをやらなければいけないと。そ

ういう意味では今回の競争を受けまして、いろいろな創意工夫をするようになったという

ことで、数字は伸びている状況になったというふうに承知しております。 

○生島専門委員 分かりました。 

おそらくそうであろうと思いますし、それはいいことだなと思うのですけれども、そう

は言っても１者応札なので、そこの点に関してはいろいろな比較に関して相当客観的に計

画されて、達成目標も厳しく設定される必要があるのかなということは思いまして。 

要件の撤廃で、労働局から１時間以内に事務所を置く必要はないとかそういうことを撤

廃されるのは非常にいいことだなと思うのですけれども、今までの事業者さんが本来既に

持っている体制とか人員とか事務所も含めて、そのシステムを含めて、そこを多分モデル

に実施要項を作られると、そのレベルのことができる新規参入者はなかなか難しいのかな

と思いまして。 

例えばですけれども、同じことがオールジャパンではできなくても、関東エリアではで

きるよという業者さんだったら、きっともっと出て来るのかなと思いますし、勧奨業務で

したら、その地場に基づいた方がやられることは、業務の本旨からしても全然外れていな

いと思うので、そういった、より踏み込んだ。ちょっと心配するのは、何回も市場化テス

トをやっても、ずっと従前の何年も前からの方から一切替わらないというのが、こういう

ものをもらうと続きかねないなという気がしていて、その辺りもう少し踏み込んだ改善策

がなくても、次回同じ結果にはならないという目算がおありなのかお伺いしたいです。 

○山本課長 １つは、過去ずっと１者応札で来ているわけではございませんで、２者応札

の時期もあったりして、結果としてはこうなっているのは事実ですけれども、そういうこ

とがございまして。それと、前回、市場化テストの対象になりました１期目の時も、実は

説明会等には６者来られまして、結果としては入札は入れてもらえなかったのですけれど

も、今回も、５ページ目の「今後の業務」の（１）で書いてございますけれども、１者応

札になった原因ということで、第２パラグラフに書いてございますが、入札説明会の参加

者の方々にいろいろお聞きをしました。率直なところどうなのでしょうか、どうすれば入

れていただけるのでしょうかということでお聞きをしたところ、民間企業でございますの

で、利益を確保しなくてはいかんでしょうね。そうすると、成績に応じてインセンティブ

が働くような、そういったものを設けていただくとか、もう一つは、②に書いてございま

すけれども、組織・人員体制の構築、これは47都道府県全部要るのかという議論があるの

かもしれませんけれども、私どもは47の都道府県労働局と連携をとっていただければいい

というところでポイントを置いておりますので、必ずしも、例えば、私は西のほうの出身

ですから、島根と鳥取、あるいは島根と広島、島根と山口、そういったところでそれぞれ

置かなくてはいけないかということになれば、それは広島に置いて連携をとりますよとい

うようなことであれば、それは可能なのかもしれないなということで、１時間以内という
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ような要件は外して、連携をとっていただけるのか、そういう業務ができるのかといった

ところにポイントを置いて改善を図るとか、そういったことで、今回は入札参加者の皆様

方の御意見を伺いながら、この要件についてはしっかり考えていきたいと思っております。

そういうことでぜひとも複数の応札者を求めていきたいなと、要件を緩和していきたいな

と思っております。よろしくお願いいたします。 

○生島専門委員 ちょっと繰り返しになってしまうのですけれども、オールジャパンで一

箇所がまとめて全部やらなくてはいけないというような部分はどうしても必須なのでしょ

うか。 

○山本課長 オールジャパンについて必須と言われれば必須でないのかもしれませんが、

先ほどちょっと間接費のお話をさせていただきましたけれども、ブロックごとに例えば幾

つかに分けて発注することになりますと、間接費の割合がどうしても増えてきてしまいま

す。私どもは一定件数を上げていただくことが非常に重要でございますので、そうします

と、ブロックに分けることによって間接費が膨らんで、同じ金額を出しても、今までは、

38,000件成立しましたよと。ところが、分割してしまうと、間接費に金がかかってしまっ

て、実際には38,000行きませんでした、32,000になりました、30,000になりましたと。成

功報酬との関係からするとそういうふうにならざるを得ないと思うのですけれども、そう

いうことが少し気になるというのが実態でございます。何としてでも、今の未手続を何と

か解消したいというのが我々の思いでございますから、効果としては、成果が上がること

を前面に置きますと、やはり一本でお願いできないかなというふうには思ってしまいます。 

○生島専門委員 ありがとうございました。 

○尾花主査 それでは、時間となりましたので、本件の審議はこれまでとさせていただき

ます。 

 事務局から何か確認すべき事項はありますか。 

○事務局 実施経費の評価については、こちらで検討させていただいて、また、改めて、

報告させていただきます。 

 それ以外は特段ございません。 

○尾花主査 それでは、事務局におかれましては、本日の審議を踏まえ、事務局から監理

委員会に報告するようにお願いいたします。 

 本日はどうもありがとうございました。 

（厚生労働省退室） 




